
令和５年度 出資法人等運営評価概要について

１ 運営評価対象法人

２ 評価結果

評 価 S A B C 計

基
準

得点率 75％以上 60％以上 60％未満

かつ かつ あるいは
県が期待する役割の達成 S A B以上 C

種
別

公益法人等 ０ ８ １１ ０ 19
その他の法人 ０ １ ４ ０ ５
法人数 ０ ９ １５ ０ 24

県の特定指導法人24法人を対象として、各法人の令和4年度事業実施結果をもとに、１次評価（自己評価）・２次評価（所管部局評
価）・総合評価を実施した。

評価 S（大きく上回り
達成している）

A（十分達成して
いる）

B（概ね達成して
いる）

C（実現できてい
ない）

計

法人数 ０ １１ １３ ０ ２４

（１）１次評価（自己評価）
「目的適合性」「業務改革への姿勢」「組織運営健全性」「財務健全化の傾向」の４つの視点に基づき評点化した各指標について評価

（２）２次評価（所管部局評価）
県委託・補助事業の実施状況等から「期待する役割の達成」状況について４段階で評価

（３）総合評価
１次評価・２次評価に基づき４段階で評価（法人名は別紙1-1）

評点 ９０％台 ８０％台 ７０％台 ６０％台 ５９％以下 計

法人数 ３ ６ １０ ５ ０ ２４

平均

７７％
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４ 運営評価の公表について

令和５（2023）年度第２回行政改革推進委員会（R5.12.25）において報告、同日県ＨＰにおいて公開
基本方針に基づき、各法人ＨＰにおける公開を依頼

６ 次年度に向けた取組等について

（１）各法人
・今年度の運営評価結果に基づく課題への取組を推進 ・継続検討項目について、引き続き検討

（２）所管部局
・法人に期待する役割の達成度の更なる向上に向け、法人との連携を促進 ・継続検討項目について、引き続き検討

（３）統括部門
・今年度課題となった点及び外部評価において指摘された点を踏まえ、来年度の運営評価に向けた見直しを実施

（４）その他
・定年引上げに伴う役職定年者の斡旋の考え方（別紙２）への対応 ・出資法人等指導指針の改正の検討

３ 個別法人の評価

（１）継続検討項目の評価 継続検討項目への取組状況（別紙１-2）のとおり
（２）個別法人の評価 法人毎の運営評価シート（資料３）のとおり

５ 運営評価に係る検討事項案について

（１）評価時期について
（２）法人の自己評価（評点評価）に係る設問の明確化について
（３）所管部局評価について

・法人と県の連携状況の評価の方法（委託事業の評価等） ・法人事業の定性的な評価の方法
（４）自己評価において獲得評点に偏りのある総合評価について



S A B C 計
公益法人等

(0)

公益財団法人とちぎ未来づくり財団
公益財団法人とちぎ男女共同参画財団
公益財団法人栃木県農業振興公社
一般社団法人とちぎ農産物マーケティング協会
公益社団法人栃木県畜産協会
公益財団法人とちぎ建設技術センター
公益財団法人栃木県民公園福祉協会
一般財団法人栃木県交通安全協会

(8)

公益財団法人栃木県国際交流協会
公益財団法人日光杉並木保護財団
公益財団法人栃木県スポーツ協会
社会福祉法人栃木県社会福祉協議会
公益財団法人栃木県臓器移植推進協会
公益財団法人栃木県環境保全公社
公益財団法人栃木県産業振興センター
公益財団法人大谷地域整備公社
公益社団法人栃木県観光物産協会
公益財団法人栃木県消防協会
公益財団法人栃木県暴力追放県民センター （11) (0)

19

その他の法人

(0)

株式会社日光自然博物館

(1)

栃木県土地開発公社
栃木県道路公社
栃木県住宅供給公社
株式会社とちぎ産業交流センター (4) (0)

５

計 0 ９ １５ ０ 24

（別紙1-1）総合評価区分の内訳

（別紙1-2）継続検討項目への取組状況
法人名 項目 取組状況概要 総合的所見

公益財団法人
栃木県環境保全公社

県営処分場の運営
状況を踏まえた組織
のあり方検討

県内外の廃棄物処理に係る現状等に関して情報収集と整
理を行った。今後の管理型産業廃棄物最終処分場整備に
関する方針と公社のあり方について検討を進めるため、定期
的に法人と勉強会を開催した。

9月に稼働したエコグリーンとちぎの運営状況、
産業界からの声等を踏まえ、早期に検討された
い。

公益財団法人
栃木県臓器移植推進協
会

他団体との統合等を
含むあり方の検討

効果的な事業を推進するための運営形態について、都道府
県における臓器移植法上の業務の実施体制に関する全国調
査を実施し、その結果を協会・県で共有した。引き続き共に検
討を進めていく。

R４行革委員会報告書において協会の組織
や財政基盤の脆弱性が指摘されていることを
踏まえ、改めて現体制の利点・課題点を整理
するとともに、他都道府県の状況等も踏まえた
検討を進められたい。

公益財団法人
栃木県産業振興センター

とちぎ産業交流セン
ターとの統合

法人が主体的に運営するワーキンググループを立ち上げ、多
角的な視点で課題を抽出し、より具体的にメリット・デメリットの
検討を進めている。法人と連携し、振興センターの自律的な
運営のための自主財源の確保や経費縮減策、今後の交流セ
ンターのあり方等について検討を行っていく。

設置したワーキンググループにおいて、スケジュー
ルを明確に定めた上で、統合に係る具体的な
課題の整理・検討を進められたい。

株式会社
とちぎ産業交流センター

栃木県産業振興セ
ンターとの統合

公益財団法人
栃木県スポーツ協会

今市青少年スポーツ
センターのあり方検討

今市青少年スポーツセンターのあり方に係るワーキンググループ
を設置し、栃木県スポーツ協会と栃木県スポーツ振興課で検
討を進めている。

設置したワーキンググループにより検討課題等
を整理し、スケジュール感を持って検討を進めら
れたい。



（参考）公益法人等派遣法 （参考）公益法人等派遣条例
（職員の派遣）
第２条 任命権者（地方公務員法第６条第１項に規定する任命権者及びその委任を受
けた者をいう。以下同じ。）は、次に掲げる団体のうち、その業務の全部又は一部
が当該地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有するものであり、かつ、当該
地方公共団体がその施策の推進を図るため人的援助を行うことが必要であるものと
して条例で定めるもの（以下この項及び第３項において「公益的法人等」とい
う。）との間の取決めに基づき、当該公益的法人等の業務にその役職員として専ら
従事させるため、条例で定めるところにより、職員（条例で定める職員を除く。）
を派遣することができる。
一 一般社団法人又は一般財団法人
二 地方独立行政法人法（平成15年法律第108号）第８条第１項第５号に規定する
一般地方独立行政法人
三 特別の法律により設立された法人（前号に掲げるもの及び営利を目的とするも
のを除く。）で政令で定めるもの
四 地方自治法（昭和22年法律第67号）第263条の３第１項に規定する連合組織で
同項の規定による届出をしたもの

（職員の派遣）
第２条 任命権者は、法第２条第１項
に掲げる団体のうち、次に掲げるも
のであって人事委員会規則で定める
ものとの間の取決めに基づき、当該
団体の業務にその役職員として専ら
従事させるため、職員(次項に定める
職員を除く。)を派遣することができ
る。

(1) 県が出資している団体又は県内に主
たる事務所を有する団体

(2) 前号に掲げるもののほか、当該団体
の目的、業務の性質等を総合的に勘
案して、県が人的援助を行うことが
特に必要と認められるもの

（別紙２） 定年引き上げに伴う役職定年者の関係団体への斡旋等の考え方について

① 役職定年者 (R6年度は61歳となる職員)を関係団体に斡旋する場合は、県庁を退職した上で斡旋するのではなく、

現職として、公益的法人等への一般職の地方公務員の派遣等に関する法律等に基づく派遣を原則とする。

② 定年年齢を迎える職員の大量退職に加え、技術職を中心に職員採用が年々厳しさを増しており、県庁組織全体の

執行力を維持していくため、定年引き上げが完成形となるＲ14年度を目標年度として、ＯＢも含めた県職員の関

係団体への斡旋は段階的に縮小する。

定年引き上げの概要
令和3年(2021)６月に地方公務員法が改正され、定年は、令和５(2023)年４月から２年に１歳ずつ段階的に
引き上げられ、令和13(2031)年４月に定年が65歳となります。（保健所その他の医療業務を行う機関におい
て医療業務に従事する医師及び歯科医師においては、70歳が定年となります。）


